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まえがき 

この規格は，産業標準化法第 16 条において準用する同法第 12 条第 1 項の規定に基づき，特定非営利活

動法人日本オゾン協会（JOA）及び一般財団法人日本規格協会（JSA）から，産業標準原案を添えて日本産

業規格を改正すべきとの申出があり，日本産業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本産

業規格である。これによって，JIS B 9946:2011 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本産業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

注記 工業標準化法に基づき行われた申出，日本工業標準調査会の審議等の手続は，不正競争防止法

等の一部を改正する法律附則第 9 条により，産業標準化法第 12 条第 1 項の申出，日本産業標準

調査会の審議等の手続を経たものとみなされる。 
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日本産業規格          JIS 
 B 9946：2019 
 

排水・用水用オゾン処理装置－ 

仕様項目及びオゾン濃度測定方法 

Ozone treatment apparatus for water and wastewater including  

other oxidation uses-Specifications of apparatus and  

measurement methods for ozone concentration 

 

序文 

この規格は，2011 年に制定されたが，その後の耐オゾン性材料などの技術的進展，普及状況などに対応

するために改正した。 

なお，対応国際規格は，現時点で制定されていない。 

この規格の利用者は，人為的に製造するオゾン及びその関連装置について，強制法規の適用を含めその

取扱いに精通していなければならない。また，オゾンの測定時には作業従事者の健康に留意する。 

 

1 適用範囲 

この規格は，工業排水，工業用水，下水，上水などの分野でオゾンを用いて処理を行う排水・用水用オ

ゾン処理装置（以下，処理装置という。）に求められる一般的な仕様項目（要求性能）及びオゾン濃度測定

方法について規定する。 

この規格は，定格オゾン発生量（オゾンを発生する工程が複数系列の場合は，その総量）が 0.5 kg/h 以

上の処理装置を対象とする。 

なお，オゾン発生量の算出方法は，附属書 A による。 

注記 処理装置とは，オゾンの発生，反応及び分解する工程をもつ装置で，かつ，オゾン濃度管理点

（以下，管理点という。）でオゾン濃度を適切に測定し，有機物及び微量有害物質の分解，消毒，

脱色・脱臭などの処理を行う装置をいう。 

 

2 引用規格 

次に掲げる規格は，この規格に引用されることによって，この規格の規定の一部を構成する。これらの

引用規格は，その最新版（追補を含む。）を適用する。 

JIS B 7957 大気中のオゾン及びオキシダントの自動計測器 

JIS B 8265 圧力容器の構造－一般事項 

JIS K 0804 検知管式ガス測定器（測長形） 

 

3 用語及び定義 

この規格で用いる主な用語及び定義は，次による。 


